現在、在日ブラジル人児童生徒の中には、ブラジル人学校に通っている子どもも存在します。しかし、全体で６割の在日ブラジル人児童生徒が公立学校に通っているという集計が出ていることなどから、私たちは公立学校へ対象を絞り、検証していきたいと思います。

具体的な検証としては、まずご覧の２種類の外国人教育制度がどういったものであるかを確認します。そこから、それぞれのメリット・デメリットなどを客観的に考えることを元に、新しくより良い政策を作り上げて行くという方法を取ります。まずは、１つ目の加配制について説明します。
加配制とは、各教育委員会が定めた割合の外国人児童生徒が学校に存在すると、市から外国人児童生徒の支援を行う教員が特別に派遣される制度のことをいいます。この制度によって派遣される加配教員には、ブラジル人児童生徒の支援の場合、ポルトガル語を話すことができる人物が当てられます。加配教員は、教室にいる在日ブラジル人児童生徒を国際学級に集め、日本語指導や教科指導を行います。この加配制は、それまで出来なかった外国人児童生徒への教育支援を可能にしたという点で、とても意義のある制度であるといえます。しかし、一方でデメリットも存在します。（パワポを指しながら）①分離教育を促してしまう点、②加配教員は単年度制であるため翌年も継続できるかどうかが分からず、長期的システムを構築しにくいという点、②1言語にしか対応できない点、加配教員の数が足りず、しかもどの学校にどれだけ配置するかという配分も未整備である点、③確かに通訳としての役割は出来るかもしれないが、加配教員には日本語指導の能力は問われないため、本当に適切な日本語指導ができるのかが不明確であるという点、などが挙げられます。
では次に、ブロック別集中システムについて説明します。このシステムは、市を８つのブロックに分け、各ブロックに２校から４校ずつ外国人への日本語指導を重点的に行う学校、つまりセンター校を設けます。このセンター校に、ブラジル人児童生徒をすべて集めて教育を行うことで、加配教員を派遣する学校数を絞り込もうとしたシステムです。ブロック別集中システムにおける加配教員とは、加配教員の中でも特にバイリンガル教員と呼ばれる指導員が担当します。バイリンガル教員とは、ブラジルなどで取得した教員免許を持ち、日本語とポルトガル語に堪能な教員のことをいいます。一般の加配教員とは、外国の教員免許を所有しているという点で違いがあります。このブロック別集中システムにより、①効率の良い外国人指導ができ、指導者の負担を軽減できる、②指導教員同士がお互いに情報交換などを行うことにより、より質の高い日本語指導が行えるというメリットがありますが、こちらも一方で①日本人児童生徒との分離教育を促す、②バイリンガル教員に外国人教育を一任してしまうことになる、③日本語指導の専門性が不足している、といったデメリットもあります。
いままで２つの制度について具体的にみてきましたが、ここでもう一度問題意識を整理しておきます。私たちは、学習言語としての日本語の習得が難しい在日ブラジル人児童生徒に対して、十分な教育環境が整備されていない現状があり、それが原因で在日ブラジル人の進学率が悪いということが問題であると考えています。つまり、この問題を解決するためには外国人指導を行う教員の日本語指導能力の専門性を追及すること、外国人児童生徒の教育を支援することが教員の負担となりすぎないことが重要となってくると私たちは考えました。これら２つが達成されれば、外国人児童生徒がよい教育を受けられることが見込めると考えています。
では、これらのことを十分に考慮し、私たちの政策提言に移りたいと思います。まず、政策の対象は、外国人集住都市会議に参加している自治体です。外国人集住都市会議とは、ニューカマーと呼ばれる南米日系人が多数居住する都市が中心となって情報交換などを行うことで、その移民に関する諸問題の解決を目指す会議のことです。この外国人集住都市会議に対して提言を行い、そこに在住する在日ブラジル人子女の教育環境を改善することを目標とします。私たちが提言する政策は、センター校と公立学校によるダブルスクール制と、設置したセンター校の形骸化を防ぐため、そのセンター校の人材確保を行うことです。センター校における人材は、先ほどバイリンガル教員や加配教員を紹介しましたが、私たちはそれらを廃止し、日本語指導教員と通訳という２つの担当者を設けることを提案します。では、これら２つの提言について、次から詳しく解説していきます。

まずダブルスクール制について説明します。ダブルスクール制を設置する一番の意義は、分離教育を促さないということです。加配制では国際学級に、ブロック別集中システムにではセンター校に在日ブラジル人子女を集中させていますが、結果的には分離教育をしていることになります。これは、冒頭でも掲げた通り、私たちの長期的な目標である「多文化共生」に反することです。そのため、ブロック別集中システムのセンター校をベースにし、週３日ほどはセンター校に通うが、それ以外は公立学校にも通学するというダブルスクール制を提言します。これにより、先ほどブロック別集中システムで述べた、①効率の良い外国人指導ができ、指導者の負担を軽減できる、②指導教員同士がお互いに情報交換などを行うことにより、より質の高い日本語指導が行えるというメリットに加え、分離教育を緩和するというメリットが考えられます。
続いて、センター校における人材確保について説明していきます。ここでは日本語指導教員の採用について説明します。今までは、日本語指導の専門性のない教員が外国人指導を行っているのが現状でしたが、それを改善するものとして、日本語学校との連携を提言します。日本語学校は、外国人に日本語を教える専門の学校であり、その教員をセンター校に派遣することができれば、在日ブラジル人児童生徒も専門的な日本語教育が受けられることになります。実際に、京都市にある日本語学校では、滋賀県の公立学校へ外国人児童生徒への指導を行っている先生もおられます。しかし、日本語学校の教員は２カ国語を使用することは現段階では難しいという問題があります。これを解決するため、通訳も学校へ派遣することを提言します。通訳は、NPO団体・ボランティアなどの力を活用します。このことにより、日本語指導の経験や専門性の不足を解消できる、通訳を入れ替えるだけで他国・多言語の児童生徒にも対応できる柔軟さをもつというメリットが生まれます。
次に、教育環境を整備するだけではなく、在日ブラジル人子女一人ひとりへのサポートを行う役割を担う、ピア･リーダーを提言します。このピア・リーダーには、すでに小中学校を卒業した在日ブラジル人の先輩が就きます。彼らには必要な研修を受けさせ、メンタルサポートや進学相談などを行います。同じバックグラウンドを持つ彼らがサポートをすることで、将来の進路を前向きに考える動機付けになると期待できます。
では、本政策を振り返り、従来の政策との比較を行います。加配制のデメリット長期的システムが組めないというものは、日本語教員さえ確保できれば解決する問題であるため、解決することができます。教員が不足しているという点も、センター校に児童生徒を集めることで、余分な数が必要なくなります。日本語指導の専門性が不足しているという点も日本語学校との連携を図ることで解決します。分離教育は、ダブルスクール制を敷くことで緩和され、1言語にしか対応できないという点も、バイリンガル教員という一人の人間ではなく、日本語教員と通訳という形態をとって役割を分けることにより、通訳を入れ替えるだけで多くの言語の児童生徒へ指導が可能になります。

私たちは、教育環境を整備することで、進学率の向上を目指し、最終的には多文化共生を目指しています。近年のグローバル化のことを考えに入れると、多文化社会へと移り行くことはさけられません。そうなったときに、教育の面でも十分な対応が迫られることになります。私たちの提言は、それに対応する意図を含んだものであり、たとえ外国人であっても関係なく、皆がより住みやすい社会を実現するためにこの政策を提言します。

以上で発表を終わります。

